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電話転送役務の提供形態 1

 回線設置事業者（番号指定事業者）が回線提供と合わせて電話転送
役務も提供

• 転送区間を電話回線に限定している場合

• 転送区間にインターネットを含む場合（OTT連携など）

 回線設置事業者（番号指定事業者）から提供を受けた回線をデータ
センター等に引き込み、クラウドPBX等を構築し、電話転送役務を提供

• 転送事業者が利用者として回線提供を受ける場合

• 転送事業者が卸電気通信役務と明示された回線提供を受ける場合

 その他



システム構成の典型例 2
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携帯網

03‐A090‐a 06-B

（06-Bを表示）
（03-Aに発信）

①パターン１

転送装置

通信局舎

※事業者のネットワーク
側で転送処理

利用者の
居所等

固定網

03‐A独自ID 06-B

（06-Bを表示）

（03-Aに
発信）

②パターン２

GW

携帯網

インターネット

（03-Aを
表示）

（06-Bに
発信）

通信局舎

転送装置

利用者の
居所等

固定網

03‐A

独自ID 06-B

（06-Bを表示）

（03-Aに
発信）

④パターン４

GW

携帯網

インターネット
データセンタ

（06-Bに
発信）

（03-Aを
表示）

転送装置

通信局舎

：固定端末系伝送路設備の一端：着信転送 ：発信転送：交換機：番号区画
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固定電話番号を使用した電話転送役務に係る「電気通信番号の使用に関する条件」 3

第１ 重要通信 第２ 番号ポータビリティ 第３ 交換設備の設置、自己確認の実施等

第４ 電話転送役務（発信転送又は着信転送における利用者設備識別番号として固定電話番号を使用する場合に限る。以下この第４において同じ。）
を提供する者にあっては、次のとおりとする。

１ 電話転送役務の提供に関する契約を締結するに際しては、次に掲げるところにより、最終利用者の確認を行うこと。
(1) 別表第４に定める方法により、本人特定事項（自然人にあっては氏名、住居及び生年月日をいい、法人にあっては名称及び本店又は主たる事
務所の所在地をいう。別表第４において同じ。）の確認を行うこと。

(2) 活動の拠点（固定端末系伝送路設備（電話転送役務に使用される固定電話番号により識別されるものに限る。以下この(2)において同じ。）の一
端が設置されるものに限る。）が、番号区画（別表第１に定める市外局番に応じた番号区画であって、電話転送役務に使用される固定電話番号に
係るものをいう。以下この第４において同じ。）の区域内にあることを確認すること。ただし、活動の拠点が複数存在する場合にあっては、活動の拠
点（固定端末系伝送路設備の一端が設置されるものに限る。）及び主たる活動の拠点が、番号区画の区域内にあることを確認すること。

２ 電話転送役務の提供に関する契約を締結するに際しては、電話転送役務に使用される固定電話番号により識別される固定端末系伝送路設備の一
端が、番号区画の区域内にある最終利用者の活動の拠点に設置されていることを確認すること。

３ 既に固定電話番号を使用した電気通信役務（電話転送役務を除く。）の提供を受けている最終利用者に対して、当該電気通信役務に係る固定端末
系伝送路設備（最終利用者の活動の拠点にその一端が設置されたものに限る。）を使用して電話転送役務を提供する場合にあっては、２の規定は適
用しない。

４ 発信転送を行う機能のみを提供する場合であって、当該発信転送に係る発信元の電気通信番号を通知しないこととするために必要な措置、又は固
定電話番号以外の電気通信番号を通知するために必要な措置（当該発信転送に係る発信元を誤認させるおそれがない場合に限る。）が講じられて
いるときは、１及び２の規定は適用しない。

５ 電話転送役務の提供に係る電気通信設備について、特定総合品質又はこれと同程度の音声伝送に関する品質を満たしていることの確認が行われ
ていること。ただし、当該電気通信設備について事業用電気通信設備の自己確認（電気通信番号を使用して音声伝送役務の提供の用に供するもの
に限る。）が行われているものである場合は、この限りでない。

６ 発信転送を行う機能を提供する場合であって、品質に係る規定を満たすことを確認していない旨を着信者へ通知するために必要な措置、又は当該
発信転送に係る発信元の電気通信番号を通知しないこととするために必要な措置が講じられているときは、当該機能の提供について５の規定は適用
しない。

７ 着信転送を行う機能を提供する場合であって、品質に係る規定を満たすことを確認していない旨を発信者へ通知するために必要な措置が講じられ
ているときは、当該機能の提供について５の規定は適用しない。

◎電気通信番号計画（総務省告示令和元年第６号）
第３の表中「固定電話番号」の項の「電気通信番号の使用に関する条件」の欄


